
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表（バランスシート） 
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公会計制度改革に係る宇陀市の財務４表について
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（１）作成方式 

総務省方式改定モデルを採用しています。 

 

（２）対象範囲 

 普通会計（一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、霊苑事業特別会計、歯科診療所

事業特別会計、土地取得事業特別会計）を対象としたものと、普通会計、普通会計に属する

特別会計以外の特別会計、公営企業会計、一部事務組合等を対象としたものを作成していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 第３セクター等は、出資比率が５０％以上の団体について、連結を行っています。なお、出資比率が５
０％に満たない団体は、実質的に主導的な立場を確保している場合についてのみ連結を行います。（出
資比率が２５％未満などの低い場合であっても、損失補償を付しているなど実質的に主導的な立場を確
保している場合は、連結を行う必要があります。） 

 

◆地方三公社 

宇陀市土地開発公社 

（連結比率 100.00％）

 

◆一部事務組合 

宇陀広域消防一部事務組合 

（連結比率 85.16％）

宇陀衛生一部事務組合 

（連結比率 64.30％）

東宇陀環境衛生一部事務組合 

（連結比率 62.79％）

奈良県住宅新築資金等貸付金回 

収管理組合 

（連結比率 13.34％）

奈良広域水質検査センター組合 

（連結比率 8.52％）

 

◆広域連合 

桜井宇陀広域連合 

（連結比率 30.14％）

後期高齢者広域連合 
（連結比率 3.13％）

 

◆第３セクター等 

(財)宇陀市文化スポーツ振興団 

（連結比率 100.00％）

(財)宇陀市菟田野毛皮革振興公社

（連結比率 100.00％）

(社)宇陀市社会福祉協議会 

（連結比率 100.00％）

 

 

◆公営事業会計 

国民健康保険事業特別会計 

国保直営診療所事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

 

 

◆公営企業会計（法非適用） 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

 

 

◆公営企業会計（法適用） 

保養センター事業特別会計 

病院事業特別会計 

介護老人保健施設事業特別会計

水道事業特別会計 

                  

                  

 〔地方公共団体全体〕 

 
一般会計 

住宅新築資金等貸付事業 

特別会計 

霊苑事業特別会計 

歯科診療所事業特別会計 

土地取得事業特別会計 

〔普 通 会 計〕 

〔連 結 会 計〕 

作成上の基本的条件 
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（３）対象年度及び基準年月日 

 対象年度は平成２３年度とし、貸借対照表については平成２４年３月３１日を作成基準日

としました。なお、出納整理期間の平成２３年度収支に係る出納は、貸借対照表作成の基準

日までに終了したものとして作成しています。 

 

（４）基礎数値 

 電子化された昭和４４年度以降の地方財政状況調査表（決算統計）のデータを基礎数値と

して作成しています。 

 

（５）貸借対照表における有形固定資産の評価 

 決算統計データによる普通建設事業費を有形固定資産の取得原価とし、土地以外について

は、総務省方式の定額法により減価償却を行っています。 

 

（６）行政コスト計算書における計上コストの範囲 

 当該年度の市民に提供した行政サービスに要した費用のうち、資産形成につながる支出を

除いた現金支出に減価償却費、不納欠損額等の非現金支出を加えて計上しています。 

 

（７）現金主義と発生主義の調整 

 一般に、市町村の会計は現金の支払いの時点で、収入及び支出を計上する現金主義で経理

が行われているため、現金の収入支出にかかわらず、その期間内に発生したかどうかを基準

にして収益及び費用を計上するよう調整しています。 

 

（８）その他 

 その他の構成内容や作成条件については、総務省より公表された「新地方公会計制度研究

会報告書（平成１８年５月１２日公表）」及び「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成

１９年１０月１７日公表）」に基づき、作表を行っています。 
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■普通会計財務４表

Ⅰ　貸借対照表
［平成２４年３月３１日現在］ （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債
(１)有形固定資産 (１)地方債
(２)売却可能資産 (２)退職手当引当金

２．投資等 ２．流動負債
(１)投資及び出資金 (１)翌年度償還予定地方債
(２)貸付金 (２)賞与引当金
(３)基金等
(４)その他

３．流動資産
(１)資金 純資産合計

(うち歳計現金)
(２)未収金
(３)その他

Ⅱ　行政コスト計算書 Ⅲ　純資産変動計算書
［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］ （単位：千円） ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト
(１)人件費
(２)退職手当引当金繰入等 （財源調達）

一般財源
２．物にかかるコスト 地方税

(１)物件費 地方交付税
(２)維持補修費 その他行政コスト充当財源
(３)減価償却費 補助金等受入

その他
３．移転支出的なコスト

(１)社会保障給付費
(２)補助金等
(３)他会計等への支出 Ⅳ　資金収支計算書
(４)その他 ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．経常的収支
４．その他のコスト ２．公共資産整備収支

(１)支払利息 ３．投資・財務的収支
(２)その他 翌年度繰上充用増減額

当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高

使用料・手数料等 経費負担割合変更等に伴う差額
期末歳計現金残高

62,146,577

88,835,103
261,713

2,545,765
198,126

27,016,226
4,869,858

2,446,280

3,473,979
219,531

35,579,594

2,587,437
903,560
81,940

△ 4,048

773,855

97,726,171 97,726,171

資産の部

資産合計 負債・純資産合計

負債合計

負債の部

純資産の部

経常行政コスト・・・① 15,770,470 期首純資産残高 61,101,552
△ 15,265,916

1,926,827
41,631

3,137,500

3,794,369
389,650

純経常行政コスト（①－②） 15,265,916
504,554

494,360
38,610

経常収益・・・② 504,554

1,812,117
142,708

2,037,546
1,955,152

期末純資産残高 62,146,577

2,798,106
382,008

9,525,099
663,362

2,942,366

343,863

903,560

△ 908,230
△ 3,862,162

0

559,895
△ 198

5,114,255
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■地方公共団体財務４表

Ⅰ　貸借対照表
［平成２４年３月３１日現在］ （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債
(１)有形固定資産 (１)地方債
(２)無形固定資産 (２)引当金
(３)売却可能資産 (うち退職手当引当金)

(３)その他
２．投資等

(１)投資及び出資金 ２．流動負債
(２)貸付金 (１)翌年度償還予定地方債
(３)基金等 (２)短期借入金（翌年度繰上充用金含む）

(４)その他 (３)未払金
(４)賞与引当金

３．流動資産 (５)その他
(１)資金（現金・預金）
(２)未収金
(３)その他

純資産合計

Ⅱ　行政コスト計算書 Ⅲ　純資産変動計算書
［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］ （単位：千円） ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト
(１)人件費
(２)退職手当引当金繰入等 （財源調達）

一般財源
２．物にかかるコスト 地方税

(１)物件費 地方交付税
(２)維持補修費 その他行政コスト充当財源
(３)減価償却費 補助金等受入

その他
３．移転支出的なコスト

(１)社会保障給付費
(２)補助金等
(３)他会計等への支出 Ⅳ　資金収支計算書
(４)その他 ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．経常的収支
４．その他のコスト ２．公共資産整備収支

(１)支払利息 ３．投資・財務的収支
(２)その他 翌年度繰上充用増減額

当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高

使用料・手数料等 経費負担割合変更等に伴う差額
期末歳計現金残高

経常収益 9,411,487 4,066,763
9,411,487 0

純経常行政コスト 18,587,696 4,744,127

795,713 △ 3,581,958
171,210

677,364

141,698
160,608

5,360,794
△ 1,101,472

7,800,137 期末純資産残高 79,243,596
3,576,807

84,921 663,362
4,277,171 5,760,788

512,920

2,942,366
4,324,513 9,525,099

△ 18,587,696
5,923,034

743,371

資産合計 133,570,330 負債・純資産合計 133,570,330

経常行政コスト 27,999,183 期首純資産残高 78,426,757

△ 8,642 純資産の部
79,243,596

94,365
4,744,127
1,064,530 負債合計 54,326,734

2,764,347 1,406,000
964,285 415,940

347,684

185,676
213,121 4,401,609

591 7,054,853
261,713 6,985,853

0

資産の部 負債の部

123,380,582 40,606,283
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■連結会計財務４表

Ⅰ　貸借対照表
［平成２４年３月３１日現在］ （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債
(１)有形固定資産 (１)地方債
(２)無形固定資産 (２)引当金
(３)売却可能資産 (うち退職手当引当金)

(３)その他
２．投資等

(１)投資及び出資金 ２．流動負債
(２)貸付金 (１)翌年度償還予定地方債
(３)基金等 (２)短期借入金（翌年度繰上充用金含む）

(４)その他 (３)未払金
(４)賞与引当金

３．流動資産 (５)その他
(１)資金（現金・預金）
(２)未収金
(３)その他

純資産合計

Ⅱ　行政コスト計算書 Ⅲ　純資産変動計算書
［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］ （単位：千円） ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．人にかかるコスト 純経常行政コスト
(１)人件費
(２)退職手当引当金繰入等 （財源調達）

一般財源
２．物にかかるコスト 地方税

(１)物件費 地方交付税
(２)維持補修費 その他行政コスト充当財源
(３)減価償却費 補助金等受入

その他
３．移転支出的なコスト

(１)社会保障給付費
(２)補助金等
(３)他会計等への支出 Ⅳ　資金収支計算書
(４)その他 ［平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日］（単位：千円）

１．経常的収支
４．その他のコスト ２．公共資産整備収支

(１)支払利息 ３．投資・財務的収支
(２)その他 翌年度繰上充用増減額

当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高

使用料・手数料等 経費負担割合変更等に伴う差額
期末歳計現金残高

5,421,236

△ 30
4,375,601

5,028,226

△ 1,136,025
△ 3,632,556

652,655

80,207,482

△ 20,415,587

2,942,366
9,525,099

666,864
7,484,069

507,915

経常収益 11,388,169

純経常行政コスト 20,415,587
11,388,169

期首純資産残高

期末純資産残高

797,898
190,387

125,799
160,608

4,370,310

12,033,977
1,754,528

135,804,516 135,804,516

4,460,381
157,798

79,496,756経常行政コスト 31,803,756

6,858,495
893,575

資産の部

資産合計 負債・純資産合計

負債合計

負債の部

純資産の部

402,769

4,427,477
1,406,000

438,778

99,953

55,597,034
5,028,226
1,065,046
△ 3,377

3,622,511
964,285

40,650,337
8,171,720
8,102,720

0

80,207,482

124,571,476
891

261,713

80,624
213,121
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１．貸借対照表の概要 

 

 住民サービスを提供するために保有している財産とその財産をどのような財源で調達してき

たかを総括的に対照表示した一覧表で、資産、負債及び純資産から構成されています。貸借対照

表の左側を借方、右側を貸方といいます。 

 借方には、「資産」が表示され、インフラ資産や施設などの有形固定資産や売却可能資産とい

った「公共資産」、投資、出資金、貸付金、基金などの「投資等」、財政調整基金・歳計現金な

どの現金預金や市税などの未収金の「流動資産」を確認することができます。 

 貸方には、「負債」及び「純資産」が表示され、これからの世代が負担しなければならない借

入金などの状況、現在までの世代の負担の状況などを確認することができます。また、資産合計

と負債・純資産合計が一致し、左右がバランスしている表であることからバランスシートとも呼

ばれています。 

 

（１）資産合計 

昭和４４年度以降取得した土地、建物を中心とした有形固定資産と、出資金、貸付金、

基金、長期延滞債権などです。 

項   目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

資産合計 
97,726,171 千円

（対前年度△429,460千円）

133,570,330 千円

（対前年度 785,872千円）

135,804,516 千円

（対前年度 758,964千円）

 

（２）負債合計 

地方債や市職員の退職給与引当金など、将来に負担義務が発生するものです。 

項   目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

負債合計 
35,579,594 千円

（対前年度△1,474,485千円）

54,326,734 千円

（対前年度△30,967千円）

55,597,034 千円

（対前年度 48,238千円）

 

（３）純資産合計 

民間企業でいう資本にあたるものですが、その内容は大きく違い、資産形成した財源の

うち将来返済の必要がないものをあらわしています。 

項   目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

純資産合計 
62,146,577 千円

（対前年度 1,045,025千円）

79,243,596 千円

（対前年度 816,839千円）

80,207,482 千円

（対前年度 710,726千円）

 

２．貸借対照表から見る財務分析 

 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産による整備割合をみることによっ

て、これまでの世代により既に負担された分の割合をみることができます。 

Ⅰ 貸借対照表 
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また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない分、今後の世代によって負担す

る割合をみることができます。 

なお、全国の過去及び現世代負担比率（これまでの世代による負担比率）の平均的な値

は、５０％～９０％の間、将来世代負担比率の平均的な値は、１５％～４０％の間の比率

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 ■普通会計 

項        目 金       額 構成比 
対前年度 

との比較 

公 共 資 産 合 計 89,096,816 千円  

純 資 産 合 計 62,146,577 千円 70.0 ％ 2.8％ 

地 方 債 残 高 30,490,205 千円 34.2 ％ △1.1％ 

 

 ■地方公共団体全体 

項        目 金       額 構成比 
対前年度 

との比較 

公 共 資 産 合 計 123,642,886 千円  

純 資 産 合 計 79,243,596 千円 64.1 ％ 0.5％ 

地 方 債 残 高 45,007,892 千円 36.4 ％ △0.2％ 

 

 ■連結会計 

項        目 金       額 構成比 
対前年度 

との比較 

公 共 資 産 合 計 124,834,080 千円  

純 資 産 合 計 80,207,482 千円 64.3 ％ 0.5％ 

地 方 債 残 高 45,077,814 千円 36.1 ％ △0.2％ 

 

（２）市民一人あたりの貸借対照表 

貸借対照表は、人口規模等の違いにより他団体との単純比較が困難ですが、市民一人あ

たりの数値に置き換えることで、他団体との比較が容易に行えるようになります。 

①社会資本形成のこれまでの世代による負担比率（％） 

＝純資産合計÷公共資産合計×１００ 

 

②社会資本形成の将来世代負担比率（％） 

＝地方債残高÷公共資産合計×１００ 
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 ■普通会計 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

資産合計 97,726,171 千円
2,816 千円

（対前年度 34千円）

負債合計 35,579,594 千円
1,025 千円

（対前年度△25千円）

純資産合計 62,146,577 千円
1,791 千円

（対前年度 59千円）

 

 ■地方公共団体全体 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

資産 133,570,330 千円
3,849 千円

（対前年度 86千円）

負債 54,326,734 千円
1,566 千円

（対前年度 25千円）

純資産 79,243,596 千円
2,284 千円

（対前年度 61千円）

 

 ■連結会計 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

資産 135,804,516 千円
3,913 千円

（対前年度 86千円）

負債 55,597,034 千円
1,602 千円

（対前年度 28千円）

純資産 80,207,482 千円
2,311 千円

（対前年度 58千円）

 ※平成24年4月1日現在の人口（34,702人）に基づき計算しています。 
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１．行政コスト計算書の概要 

 

 行政コスト計算書とは、宇陀市が平成２３年度に行った行政活動のうち、資産形成を除いた行

政サービスにかかる経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を比較させた財

務書類です。 

 本市の行政コスト計算書からは、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するた

めに要した経費の金額を経常行政コストで表し、施設使用料など主に行政サービス提供の過程で

得られた受益者負担を経常収益で表しています。 

 また、経常行政コストと経常収益との差し引きで表される純経常行政コストは、民間企業の損

益計算書で表される利益の概念とは異なり、地方税や地方交付税といった一般財源や資産の売却

益などで賄われなければならないコストを表しています。 

 

項    目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

経常行政コスト 
15,770,470 千円

（対前年度△238,519千円）

27,999,183 千円 

（対前年度 1,214,176千円） 

31,803,756 千円 

（対前年度 1,337,126千円） 

経 常 収 益 
504,554 千円

（対前年度△67,743千円）

9,411,487 千円 

（対前年度 541,236千円） 

11,388,169 千円 

（対前年度 413,247千円） 

純経常行政コスト 
15,265,916 千円

（対前年度△170,776千円）

18,587,696 千円 

（対前年度 672,940千円） 

20,415,587 千円 

（対前年度 923,879千円） 

 

２．行政コスト 

 

 平成２３年度における性質別のコストは次のようになっています。 

項    目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

人にかかるコスト 

(人件費等) 

4,184,019 千円

（対前年度△251,649千円）

6,666,405 千円

（対前年度 907,629千円）

7,752,070 千円

（対前年度 964,223千円）

物にかかるコスト 

(物件費等) 

5,105,958 千円

（対前年度 52,645千円）

8,686,605 千円

（対前年度 38,398千円）

8,988,489 千円

（対前年度 48,491千円）

移転支出的コスト 

(社会保障費､補助費等) 

5,947,523 千円

（対前年度 29,342千円）

11,679,250 千円

（対前年度 401,822千円）

14,074,912 千円

（対前年度 818,430千円）

その他のコスト 

(支払利息等) 

532,970 千円

（対前年度△68,857千円）

966,923 千円

（対前年度△133,673千円）

988,285 千円

（対前年度△494,018千円）

 

Ⅱ 行政コスト計算書 
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３．行政コスト計算書から見る財務分析 

 

（１）受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収

益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができま

す。 

なお、全国の受益者負担比率における平均的な値は、２％～８％の間の比率となります。 

 

 

 

 

項    目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

経常収益 504,554 千円 9,411,487 千円 11,388,169 千円

経常行政コスト 15,770,470 千円 27,999,183 千円 31,803,756 千円

受益者負担率 
3.2 ％ 

（対前年度△0.4％） 

33.6 ％ 

（対前年度 0.5％） 

35.8 ％ 

（対前年度△0.2％） 

 

（２）行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコ

ストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供して

いるかが分析できます。 

なお、全国の行政コスト対公共資産比率における平均的な値は、１０％～３０％の間の

比率となります。 

 

 

 

 

項    目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

経常行政コスト 15,770,470 千円 27,999,183 千円 31,803,756 千円

公共資産 89,096,816 千円 123,642,886 千円 124,834,080 千円

行政コスト対 

公共資産比率 

17.7％ 

（対前年度 0.1％） 

22.6％ 

（対前年度 0.9％） 

25.5％ 

（対前年度 1.0％） 

※「経常行政コスト」は行政コスト計算書、「公共資産」は貸借対照表の数値を使用しています。 

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００ 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 
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（３）市民一人あたりの行政コスト 

 ■ 普通会計 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

人にかかるコスト 

(人件費等) 
4,184,019 千円

121 千円

（対前年度△5千円）

物にかかるコスト 

(物件費等) 
5,105,958 千円

147 千円

（対前年度 4千円）

移転支出的コスト 

(社会保障費､補助費等) 
5,947,523 千円

171 千円

（対前年度 3千円）

その他のコスト 

(支払利息等) 
532,970 千円

15 千円

（対前年度△2千円）

合計 15,770,470 千円
454 千円

（対前年度 0千円）

 ■ 地方公共団体全体 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

人にかかるコスト 

(人件費等) 
6,666,405 千円

192 千円

（対前年度 29千円）

物にかかるコスト 

(物件費等) 
8,686,605 千円

250 千円

（対前年度 5千円）

移転支出的コスト 

(社会保障費､補助費等) 
11,679,250 千円

337 千円

（対前年度 17千円）

その他のコスト 

(支払利息等) 
966,923 千円

28 千円

（対前年度△3千円）

合計 27,999,183 千円
807 千円

（対前年度 48千円）

 ■ 連結会計 

項    目 金    額 市民一人あたりの金額 

人にかかるコスト 

(人件費等) 
7,752,070 千円

223 千円

（対前年度 31千円）

物にかかるコスト 

(物件費等) 
8,988,489 千円

259 千円

（対前年度 6千円）

移転支出的コスト 

(社会保障費､補助費等) 
14,074,912 千円

406 千円

（対前年度 30千円）

その他のコスト 

(支払利息等) 
988,285 千円

28 千円

（対前年度△14千円）

合計 31,803,756 千円
916 千円

（対前年度 53千円）

 ※平成24年4月1日現在の人口（34,702人）に基づき計算しています。 
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１．純資産変動計算書の概要 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのよう

に変動したかを表している計算書です。 

純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですが、１年間で今までの世代が負担してきた

部分が増えたのか減ったのかがわかることになります。 

 

２．純資産変動計算書から見る財務分析 

純経常行政コストの金額に対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程度ある

かをみることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度賄われ

ているかがわかります。 

（１） 普通会計 

普通会計では、純経常行政コスト15,265,916千円（対前年度△170,776千円）に対し

て、地方税などの経常的な一般財源が13,130,827千円（対前年度△9,944千円）、補助

金等受入が2,798,106千円（対前年度△489,345千円）であり、663,017千円（対前年度

△328,513千円）の財源超過であることがわかります。 

これは市税などの一般財源や国庫支出金などで純経常行政コストを賄えたことを意

味しており、その他382,008千円（対前年度△323,411千円）を加味しても財源超過し

た1,045,025千円（対前年度△651,924千円）は純資産が増加したことを意味していま

す。 

 

（２） 地方公共団体全体 

地方公共団体全体では、純経常行政コスト18,587,696千円（対前年度672,940千円）

に対して、地方税などの経常的な一般財源が13,130,827千円（対前年度△9,944千円）、

補助金等受入が5,760,788千円（対前年度△108,899千円）であり、303,919千円（対前

年度△791,783千円）の財源超過であることがわかります。 

これは普通会計と同様、市税などの一般財源や国庫支出金などで純経常行政コスト

を賄えたことを意味しており、その他 512,920 千円（対前年度△197,905 千円）を加

味しても財源超過した 816,839 千円（対前年度△989,688 千円）は純資産が増加した

ことを意味しています。 

 

（３） 連結会計 

連結会計では、純経常行政コスト20,415,587千円（対前年度923,879千円）に対して、

地方税などの経常的な一般財源が13,134,329千円（対前年度△11,142千円）、補助金

等受入が7,484,069千円（対前年度49,535千円）であり、202,811千円（対前年度△8

85,495千円）の財源超過であることがわかります。 

これは普通会計や地方公共団体全体と同様、市税などの一般財源や国庫支出金など

で純経常行政コストを賄えたことを意味しており、その他507,915千円（対前年度△11

0,084千円）を加味しても財源超過した710,726千円（対前年度△995,579千円）は純資

産が増加したことを意味しています。 

 

Ⅲ 純資産変動計算書 
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項   目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

純経常行政コスト 
△15,265,916 千円

（対前年度170,776千円）

△18,587,696 千円

（対前年度△672,940千円）

△20,415,587 千円

（対前年度△923,879千円）

経常的な一般財源 
13,130,827 千円

（対前年度△9,944千円）

13,130,827 千円

（対前年度△9,944千円）

13,134,329 千円

（対前年度△11,142千円）

補 助 金 等 受 入 
2,798,106 千円

（対前年度△489,345千円）

5,760,788 千円

（対前年度△108,899千円）

7,484,069 千円

（対前年度49,535千円）

そ の 他 
382,008 千円

（対前年度△323,411千円）

512,920 千円

（対前年度△197,905千円）

507,915 千円

（対前年度△110,084千円）

差 引 
1,045,025千円の黒字

（対前年度△651,924千円）

816,839 千円の黒字

（対前年度△989,688千円）

710,726 千円の黒字

（対前年度△995,579千円）
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１． 資金収支計算書の概要 

 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収

支の部」「投資・財務的支出の部」の３つの区分（活動）に分けて表示しています。 

経常的収支の部には、人件費や物件費などの支出と地方税、地方交付税、手数料などの収入が

計上されており、日常の行政活動を行う資金収支の状況が示されています。 

公共資産整備収支の部には、公共資産の整備などによる支出とその財源である国県補助金等、

地方債発行額などが計上されており、公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が示されてい

ます。 

投資・財務的支出の部には、投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債償還額などの支出

とその財源である国県補助金等、貸付金回収額、基金取崩額などの収入が計上されており、投資

活動や借金の返済による資金の出入りの状況が示されています。 

他の財務書類と異なり、資金収支計算書は現金主義に基づくものであるため、地方公共団体に

おける現行の会計方式に近い財務書類であると言えます。 

 

２． 資金収支計算書から見る財務分析 

 

（１） 普通会計 

普通会計においては、経常的収支額が5,114,255千円（対前年度△279,994千円）の

黒字、公共資産整備収支額が908,230千円（対前年度△380,398千円）の赤字、投資・

財務的収支額が3,862,162千円（対前年度△48,626千円）の赤字となっており、合計で

343,863千円（対前年度149,030千円）の黒字となっているため、期末歳計現金残高が

期首歳計現金残高に比べて増加していることがわかります。 

 

（２） 地方公共団体全体 

地方公共団体全体においては、経常的収支額が5,360,794千円（対前年度△537,869千

円）の黒字、公共資産整備収支額が1,101,472千円（対前年度△223,662千円）の赤字、

投資・財務的収支額が3,581,958千円（対前年度△275,857千円）の赤字となっており、

合計で677,364千円（対前年度△38,350千円）の黒字となっているため、期末歳計現金

残高が期首歳計現金残高に比べて増加していることがわかります。 

 

（３） 連結会計 

連結会計においては、経常的収支額が5,421,236千円（対前年度△708,021千円）の

黒字、公共資産整備収支額が1,136,025千円（対前年度△239,829千円）の赤字、投資・

財務的収支額が3,632,556千円（対前年度△454,372千円）の赤字となっており、合計

で652,655千円（対前年度△13,820千円）の黒字となっているため、期末歳計現金残高

が期首歳計現金残高に比べて増加していることがわかります。 

Ⅳ 資金収支計算書 
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項   目 普 通 会 計 地方公共団体全体 連 結 会 計 

経常的収支額 
5,114,255 千円

（対前年度△279,994千円）

5,360,794 千円

（対前年度△537,869千円）

5,421,236 千円

（対前年度△708,021千円）

公共資産整備 

収支額 

△908,230 千円

（対前年度380,398千円）

△1,101,472 千円

（対前年度223,662千円）

△1,136,025 千円

（対前年度239,829千円）

投資・財務的 

収支額 

△3,862,162 千円

（対前年度48,626千円）

△3,581,958 千円

（対前年度275,857千円）

△3,632,556 千円

（対前年度454,372千円）

差引 
343,863 千円の増加

（対前年度149,030千円）

677,364 千円の増加

（対前年度△38,350千円）

652,655 千円の増加

（対前年度△13,820千円）
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【貸借対照表】 

・資産 

 住民サービスを提供するために保有している財産です。 

・有形固定資産 

 市が所有している庁舎、道路、公園、学校等の土地や建物などで、長期間にわたって行政サ

ービスを提供するために使用される資産です。昭和４４年度以降の決算統計（地方財政状況調

査）データにより、各年度の普通建設事業費を積み上げる方法で計上しています。土地以外の

有形固定資産については減価償却をしています。 

・売却可能資産 

 公共資産のうち、基準日において行政サービスの提供には活用されていない資産のうち、売

却可能であると判断した資産の売却可能価額を計上しています。 

・投資及び出資金 

 公営企業会計への出資金、財団法人等への出資金、民間企業の株式などです。 

・貸付金 

 公営企業への貸付金や福祉関係の貸付金などです。 

・基金等 

 特定の目的のために積み立てられ、または運用するために設けられた資金や財産のうち保有

が長期に及ぶものです。 

・流動資産 

 原則として１年以内に現金化される資産です。 

・資金 

 現金及び流動性の高い基金などです。 

・歳計現金 

 歳入総額から歳出総額を差し引いた金額です。 

・未収金 

 市税、使用料・手数料等の収入未済額のうち、１年以内に発生したものです。 

・負債 

 将来において支払や返済の必要があるものをいい、１年以内に支払が発生するものを流動負

債、１年より先に支払が発生するものを固定負債とします。 

・地方債 

 市債残高から翌年度償還予定の元金を差し引いた金額です。市債残高について、固定負債と

しての「地方債」、流動負債としての「翌年度償還予定地方債」に区分するという考え方によ

るものです。 

・引当金 

 将来における特定の支出に対する準備額です。 

・退職手当引当金 

 全職員が当該年度末に普通退職したと仮定した場合の退職手当の支給額を計上しています。 

・短期借入金（翌年度繰上充用金） 

 当該年度の歳入歳出差引がマイナスの場合、その絶対額を計上するものです。繰上充用は、

Ⅴ 用語解説 
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歳入が歳出に対して不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げて、当該年度の歳入に充てるこ

とです。 

・未払金 

 債務負担行為のうち、既に確定した債務とみなされるもの（①当該年度末までに物件の引渡

しもしくはサービスの提供が行われている場合、②債務保証契約または損失補償契約に基づく

債務の履行を求められ、法的に支払いが確定した場合など）について、当該年度末から１年以

内の支出予定額を計上しています。 

・賞与引当金 

 翌年度の６月に支給される期末手当及び勤勉手当は、当該年度の１２月から翌年度の５月ま

での勤務に対して支払われるものです。よって、１２月から３月の４ヶ月に相当する金額を当

年度末の負債として計上しています。 

・純資産 

 住民サービスを提供するために保有している財産に対応する財源のうち、現在までの世代が

負担した部分、資産を時価評価した際の評価差額部分です。資産から負債を差し引いた金額と

なります。 

 

【行政コスト計算書】 

・人件費 

 人件費の決算額から退職手当組合負担金及び前年度末の賞与引当金を差し引き、事業費支弁

人件費（建設事業等に従事した職員の給与を普通建設事業費の一部として把握するもの）を加

えた金額を計上しています。 

・退職手当引当金繰入等 

 当該年度に引当金として新たに繰り入れられた分に相当する金額を計上しています。当該年

度末の退職手当引当金から前年度末の退職手当引当金を差し引き、退職手当組合負担金を加え

た金額を計上しています。 

・物件費 

 旅費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、委託料などを計上しています。 

・維持補修費 

 公共施設等の修繕費などを計上しています。 

・減価償却費 

 貸借対照表に計上された有形固定資産の当年度償却額を計上しています。 

・社会保障給付 

 保育所運営費、児童手当、生活保護費等の扶助費や保険給付費などを計上しています。 

・補助金等 

 補助金、交付金、報償費、負担金（普通建設事業に計上されるもの及び他会計等への支出額

を除く）等を計上しています。 

・他会計等への支出額 

 特別会計等への繰出金等を計上しています。 

・支払利息 

 地方債及び一時借入金の利子支払額を計上しています。 

・経常収益 

 行政サービスの対価として得られた「使用料・手数料」、「分担金・負担金・寄附金」等の

金額を計上しています。発生主義で把握するため、当該年度の歳入決算額から未収金相当分の
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増減について調整をしています。 

・純経常行政コスト 

 資産形成に結びつかない行政サービスの経費から受益者負担などの収益を差し引いた金額

です。市税や地方交付税などの一般財源で賄わなければならないコストを表します。 

 

【純資産変動計算書】 

・期首純資産残高 

 前年度末の貸借対照表における純資産残高を計上しています。 

・純経常行政コスト 

 行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の数値を、コスト支出分としてマイナス計

上しています。 

・その他行政コスト充当財源 

 地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、

ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、財

産収入、繰入金、諸収入です。ただし、貸借対照表の資産の減少、負債の増加となるような項

目は控除しています。 

・補助金等受入 

 国庫支出金及び県支出金の受入額です。 

・期末純資産残高 

 当該年度末の貸借対照表における純資産残高と一致することになります。 

 

【資金収支計算書】 

・経常的収支 

 経常的な行政活動に係る資金収支を計上しています。 

・公共資産整備収支 

  普通建設事業等の公共資産整備に伴う収支を計上しています。 

・投資・財務的収支 

 投資及び出資金、貸付金、基金の積立、地方債の元金償還などによる支出と、その財源であ

る貸付金元金の回収などの収入との収支を計上しています。 
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